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100m 長の超電導ケーブル実用性検証試験を実施した（3）。
この後、2004 年の加圧焼成炉（CT-OP®）の完成による線
材性能の飛躍的な向上を経て（4）、2006 年に米国Albany に
おいて世界初の実系統送電に成功した（5）、（6）。

1.　緒　　言

日本の高圧送電系統は、1970 年代の大規模電源開発期
から本格的整備が始まり、以降 40 年にわたって整備され
てきた。このなかで、地中電力ケーブルは都市部などへの
電力供給設備として広く用いられているが、高度成長期に
建設された設備の経年が 30 年を超え、各種劣化現象によ
り機能低下を起こし始めている（1）。CV ケーブルへのリプ
レースや需要増を見越した増容量化において新たな管路や
洞道の新設が必要な場合、相当な土木費用が発生するため、
コンパクトな形状で大容量送電が実現可能な超電導ケーブ
ルの実用化が期待されている（2）。本報では、「高温超電導
ケーブル実証プロジェクト」において得られた技術面での
成果と、国内初の実系統送電試験の進捗状況について報告
する。

2.　超電導ケーブルの開発経緯

住友電工（以下、「当社」と言う）における超電導ケー
ブルの開発経緯を図 1 に示す。1991 年から東京電力㈱と
共同で高温超電導線材の導体化研究を始め、約 10 年後に
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図 1　当社における超電導ケーブルの開発
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海外で実施されている超電導ケーブルの送電プロジェク
トを表 1 に示すが（7）〜（9）、ケーブル単体の成立性や性能検
証を主目的とするプロジェクトが多い。早期実用化に向け
て、電力会社・ケーブルメーカー・冷却メーカーが一体と
なり、冷却システムも含めたトータル送電システムとして、
線路設計、建設、運転および保守を含めた総合評価を行う
ことが重要な段階にあり、国内において「高温超電導ケー
ブル実証プロジェクト」が開始された（10）、（11）。

3.　高温超電導ケーブル実証プロジェクトの概要

本プロジェクトでは、東京電力㈱、㈱前川製作所、当社の
3社で超電導ケーブルシステムを実系統に連系した実証試験
を行い、トータルシステムとしての性能評価に加え、安全性
や信頼性等を総合的に評価することを目的としている。

3 − 1　システムレイアウト　　実証ケーブルシステム
の構成を図 2 に示す。送電線路を構成する機器として、長
さ 240m のケーブルの途中には中間接続部を、両端には終
端接続部を設け、両終端接続部に冷却システムを接続する。
布設場所の制限により、半径 5m の U 字曲がり部を含んだ
特殊なレイアウトであるが、曲がり部がケーブル性能に及
ぼす影響を評価することが可能である。

3 − 2　要求仕様 実証ケーブルの要求仕様を表 2 にま
とめる。

（1）定格容量
本線路の定格容量は 200MVA（66kV、1.75kA）であ

り、過負荷対応時には最大 2.63kA の電流が流れる。この
ため、ケーブルの定格容量は 230MVA（66kV、2kA）と
し、2.75kA を連続通電可能な仕様とした。

（2）交流損失特性
交流損失 1W/m/ph@2kA 以下を実証ケーブルの仕様と

した。なお、超電導ケーブルの冷却に必要な電力も考慮し
た送電損失を既存ケーブルの 1/2 以下とする交流損失は
1W/m/ph@3kA であり、プロジェクトの最終目標として
取り組んでいる。

（3）耐電圧特性
66kV 級の OF ケーブル規格（JEC-3401）に準拠して決

定した。
（4）耐短絡電流特性

本変電所における系統解析結果から、①事故後に送電が
継続されないケースでは最大「20kA、2 秒」に対してダ
メージがないこと、②送電が継続されるケース（もらい事
故）では最大「10kA、2 秒」に対して送電が継続可能なこ
とが要求される（12）。①については、66kV 級遮断器で規定
されている最大電流「31.5kA、2 秒」にも対応可能なこと
を仕様とした。

3 − 3　 ス ケ ジ ュ ー ル 実証プロジェクトのスケ
ジュールを表 3 に示す。当初は6 年計画であったが、2011
年の大震災の影響により、1 年遅れで実証試験を開始する
計画に変更された。

（1）要素開発（2007-2008）
ケーブル、中間接続部および終端接続部等の各コンポー
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図 2　実証ケーブルシステムのレイアウト

表 1　海外の主な超電導ケーブル送電プロジェクト

表 2　実証ケーブルの要求仕様

Area Project Voltage
(kV)

Current
(kA)

Length
(m) Note

USA

Albany 34.5 0.8 350 Finished

Ohio 13.2 3 200 In operation

LIPA 138 2.4 600 In operation

Hydra 13.8 4 200 Plan

EU

Denmark 30 0.2 30 Finished

Amsterdam 50 3 6,000 Plan

Russia 20 1.4 200 Plan

Essen 10 2.3 1,000 Plan

China Yunnan 35 2 33.5 In operation

Korea
GENI 22.9 1.25 410 Plan

Jeju 154 2.25 1,000 Plan

Items Specifications

Rated capacity 230 MVA (66 kV, 2 kA)

Maximum current 2.75 kA

AC loss 1 W/m/ph @2 kA

Withstand voltage AC 90 kV for 3 hours, 
Imp ±385 kV 3 repetitions

Fault current

①No degradation against the F.C. of 
31.5 kA, 2 sec.

②The rated capacity can be transmitted
immediately after F.C. of 10 kA, 2 sec.
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ネントについて設計検討ならびに交流損失測定や短絡試験
等の要素試験を実施し、各仕様を満たすことを確認した（13）。

（2）検証試験（2009-2011）
ケーブルと機器を組み合わせた30m ケーブルシステムの

特性評価と検証試験（13）、（14）、および冷却システムの単体性能
評価試験を実施し（15）、実系統に適用可能な性能を確認した。

（3）実証試験（2012-2013）
実証試験用ケーブルシステムおよび冷却システムを構築

し、両システムを接続した状態での基礎データを採取した。
その後、実系統に連系した長期実証試験を2012 年10 月に
開始した。

4.　ケーブルシステム構成主要設備

4 − 1　超電導ケーブル 三心一括型超電導ケーブル
の構造を写真 1 に示す。銅撚り線フォーマの外側に、超電
導導体層、絶縁層、超電導シールド層、銅シールドを同軸
上に巻付けてケーブルコアを構成する。二重ステンレスコ
ルゲート管の間には多層断熱層を設け、高真空に維持する
ことで高い断熱性能を得る（16）。

（1）大容量・低損失化
2 種類のDI-BSCCO®線材（大電流型TypeHT、低損失型

TypeACT）（17）を組み合わせた Hybrid 構造を超電導導体層
に採用した。磁場の大きな導体外層に TypeACT 線を用い
て効果的に損失を低減し、損失目標 1W/m/ph@2kAの達
成と、3kA の大電流通電に成功した（13）。

（2）耐短絡電流
銅フォーマと銅シールド層に短絡電流を分流させて超電

導層の温度上昇を抑制する構造を採用した。数値シミュレー
ションにより銅層の必要最小断面積を決定し、サンプル試
験で仕様を満たすことを確認するとともに（13）、30mケーブ
ル検証試験でも短絡電流条件を模した評価を行った（18）。

（3）電気絶縁
電気絶縁層は、PPLP®（Polypropylene laminated

paper）に液体窒素を含浸させた複合構造である。絶縁厚
6mm で要求仕様を満たすことを 30m ケーブル検証試験に
おいて確認したが（19）、過去の長期課電試験の実績等を考慮
し、実証ケーブルの絶縁層は7mm 厚とした。

（4）三心撚り
ケーブル小径化のため、冷却時に発生する 0.3 ％の熱収

縮を吸収する三心コア緩み（20）は設けず、発生する約 3ton
の張力は両端末で把持する設計を適用した。超電導線材の
銅合金補強により機械強度が飛躍的に向上したことで（21）、
本方式が実現可能となった。サンプル試験において、三心
コア両端を固定して冷却しても性能が低下しないことは確
認済みである。

（5）テンションメンバ
三心コアと断熱管は機械的には独立しており、布設時に

は許容張力の小さいコルゲート断熱管に張力を印加できな
いため、断熱管の外側にSUS テープで構成したテンション
メンバを付加した（22）。布設ルートを考慮して算出した布設
張力予想値 2ton に対して、ボールローラー押し込みによ
る張力低下を考慮して、テンションメンバの設計値は2ton
とした。

4 − 2　中間接続部 電力ケーブル線路は、通常、マ
ンホール内でケーブルを接続して形成される。66kV 級線
路の標準マンホール（約 7m 長）内で施工可能な三心一括
型中間接続部の構造を図 3 に示す。通常のケーブルとは異
なり、超電導ケーブルではオフセット部を設ける必要がな
いため、マンホールへの収納が可能である。

本中間接続部は表 2 の仕様を満たすとともに（13）、冷却時
にケーブルに発生する張力 3ton 以上の引張応力 4ton、さ
らに圧縮応力0.5ton を印加しても、良好な性能を有するこ
とを確認した。

4 − 3　終端接続部 三心一括型終端接続部の構造を

表 3　実証プロジェクトのスケジュール

Copper Stranded
Former

Electric Insulation
(PPLP® + LN2)

Stainless Steel Double
Corrugated Cryostat

Tension member

Copper Shield

HTS Conductor (4 layers)

HTS tape (DI-BSCCO®)

HTS Shield (2 layers)
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Design & Preliminary tests Pre-performance
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system

Wire and Cable manufacturing Install
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写真 1　三心一括型超電導ケーブルの構造



図 4 に示す。ケーブルコアはFRP 固定治具を介して容器本
体に引き留め、高電圧部はブッシング内の電流リードを通
じて常温部に取り出す。なお、耐塩対策として、標準より
も大きなB1452 碍子（66kV 級）を採用した。

本終端接続部は表 2 の仕様を満たすとともに（13）、ケーブ
ル部と異なりシールド層がない箇所で発生する短絡電流電
磁力に対して十分な機械的強度を有することを確認した。

5.　30m ケーブル検証試験

要求仕様を満たすことを確認したケーブルおよび機器を
組み合わせ、30m ケーブル検証システムを構築した。

写真 2 に検証システムの構成を示す。ケーブル途中に半

径5m の90 度曲がり部と中間接続部を、両端に終端接続部
を設けた。中間接続部は、7m 長のマンホールを模擬した
スペースで組立てられた。本ケーブルシステムを冷却シス
テム（1kW 級冷凍機2 台等）に接続して性能を検証した結
果を表 4 に示す（19）。

（1）第1 クール（定格性能確認試験）
臨界電流（Ic）測定、定格通電試験、耐電圧試験等で良

好な結果を得た後、30 日間の長期課通電試験（電圧は 30
年間運用に相当する加速試験条件）を完了した（19）。

（2）第2 クール（ヒートサイクル試験）
システムを一旦昇温した後に再度冷却し、電気・機械・

熱的特性に変化がないことを確認した。
（3）第3 〜5 クール（限界性能確認試験）

過負荷通電試験で 2.75kA の電流を安定に流せることを
確認した。また、短絡電流模擬試験で「20kA、2 秒」相当
以上の過電流に対してケーブルにダメージがなく、運転中
の冷却システムに異常が発生しないことを確認した（18）。本
試験結果を反映して、長尺システムに短絡電流が流れた場
合の温度・圧力をシミュレートする過渡解析コードを産業
技術総合研究所と開発中である（23）。

（4）残存性能試験
全ての試験が完了した後にケーブルシステムの解体調査

を行うとともに、ケーブルの臨界電流測定、耐電圧試験
（AC90kV × 3 時間、Imp ± 385kV × 3 回）および構造調査
を実施して良好な結果を得た。
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図 4　三心一括型終端接続部の構造

写真 2　30m ケーブル検証システム

Test items Results

Pressurized test No leakage up to 0.6 MPaG at RT

Current tests
Ic measurement (conductor) 5.4 kA at 77 K, As designed in consideration of magnetic field

Current loading test Nominal current of 2 kA for 8 hours, over-current of 2.75 kA for 8 hours, successful

Voltage tests
AC withstand voltage test AC 76 kV for 10 min, successful

DC withstand voltage test DC 152 kV for 10 min, successful

Long term voltage and loading test At AC 51 kV, and 2kA with 8 hours on and 16 hours off, for 1 month, successful

Thermal cycle test between RT and LN2 temperature No degradation of Ic, current or voltage performance in 5 repeated thermal cycles

Short-circuit current test No degradation of Ic after 10 kA for 18 seconds

表 4　検証試験結果
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6 − 1　ケーブル製造・出荷試験 約 100km 長の DI-
BSCCO®線材を用いて製造した 270m 長の実証ケーブル
は、表 5 に示す出荷試験に合格し、2 本（78m および160m）
に切り分けられ、断熱管内の真空引きを十分実施した後に
窒素ガスに置換して出荷した（24）。

6 − 2　ケーブル布設 2 本のケーブルは、中間接続部
からそれぞれ A 端末側および B 端末側の管路に引き込ん
だ。ケーブル長が長く、曲がり部が多い B 端末側ケーブル
布設時の張力変化を図 5 に示す。最大張力は設計値2ton に
対して1.3ton であり、ケーブルテンションメンバの設計許
容値内であった（22）。

6 − 3　中間接続部・終端接続部組立 従来の電力
ケーブルと同様に、ケーブルは現地で長さ調節（切断）し
て機器を組立てた。断熱管真空層は、機器の組立期間にお
いて再度再真空引きを行った。中間接続部の完成状況を写
真 3 に、終端接続部の完成状況を写真 4 に示す。

6 − 4　冷却システム組立 冷却システムの概要を図 6、
設置状況を写真 5 に示す。システムは冷凍機、循環ポンプ、
リザーバータンク等から構成され、冷凍機は 1kW 級ス
ターリング冷凍機6 台を2 台× 3 並列で配置し、ポンプ2 台
も並列に配置した（25）。本方式採用により、各設備の直列・
並列配置の得失を検討し、運転継続状態での冷凍機とポン
プのメンテナンスあるいは故障時の対応可否などを検証し
た。なお、本冷却システムの一部は、ケーブル熱負荷を模
擬したヒーターを組み込んで事前検証試験を実施し（15）、性
能確認後に出荷、現地にて再度組み立てた。
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図 5　B 端末側ケーブルの引込張力の推移

写真 4　終端接続部

写真 3　中間接続部
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図 6　冷却システム概要

Test items Results Comments

Critical current
measurement at 77 K

Conductor: 6.9 kA
Shield: 7.3 kA As designed

AC loss
measurement

0.9 W/m/phase at 2kA,
50Hz As designed

Cable bending
test

No Ic degradation with
2.7 mø bending

2.7 m < 18 D
(D : cable dia.)

Withstand voltage
tests

No breakdown and no PD
signal at AC 90 kV for 3 hours
No breakdown at Imp
±385 kV, 3 repetitions

Refer to
Japanese
standard
(JEC 3401, 2006)

Cable pulling and
contracting tests

No Ic degradation at 5 tons
tension and 0.5 tons
compressive force

3 tons
corresponds to
0.3 % strain

表 5　実証ケーブル出荷試験結果

6.　線路建設



7.　運用前確認試験

ケーブルシステムおよび冷却システムの完成後、実系統
接続前に実施した主な運用前確認試験を表 6 に示す。これ
らの試験によって、トータルシステムとしての特性が良好
であり、性能が仕様を満たすことが確認された。

7 − 1　初期冷却
（1）初期冷却方法

冷却に要する時間を短縮するため、下記手順に沿って
ケーブルシステムと冷却システムを分離並行して冷却を
行った。ケーブル温度分布の推移を図 7 に示す。本工程に
要した日数は約 3 日であり、短時間で安定的な初期冷却手
法を確立した。
①各部の温度、圧力および終端接続部荷重等を監視しなが

ら、A 端末側から-100 ℃および-150 ℃の窒素ガスを段
階的に注入し、システム全体を冷却した。

②全体の温度勾配が十分小さくなった時点で液体窒素を注
入し、最終的にシステム全体を液体窒素温度（約-200 ℃）
に冷却した。

③両システムの圧力が極力バランスした状態で接続し、循
環ポンプ及び冷凍機を順次起動して、システム全体の循
環冷却モードに移行した。

（2）発生荷重
終端接続部で確認された冷却時の荷重は 3 〜 4ton であ

り、予想値（3 心コアおよび断熱管内管の 0.3 ％収縮を想
定した計算値）3.5ton と同等であることが確認された。後
述する臨界電流測定において超電導特性の健全性も確認さ
れており、三心緩みなし構造のケーブルを両端固定した状
態で冷却するシステム方式が実現可能であることが検証さ
れた。本成果により、ケーブル用途や線路条件に応じて

「三心緩み構造」と「緩みなし構造」を選択できる技術が
確立した。

（3）絶縁層への液体窒素浸漬状態把握
冷却過程においてケーブルの静電容量 C および誘電正接

tanδの測定を行い、PPLP®絶縁層への液体窒素含浸状況を
観測した。静電容量 C は、温度低下とともに一度極小値を
とった後、最終的に0.8µF/km（予想値0.78µF/km）の一
定値を示し、PPLP®絶縁層に液体窒素が含浸されたことを
確認した。また、誘電正接 tanδも冷却とともに極大値を
とった後に0.078 ％で一定となることを確認した。

7 − 2　冷却システム制御試験
（1）温度制御試験

冷凍機のON/OFF 制御により、ケーブルシステム入口温
度を 69 ± 1K の範囲に制御する試験を行った結果を図 8 に
示す。一定サイクルで冷凍機の運転台数が切り替わり、入
口温度を所定の範囲に制御できることを確認した。

（2）圧力制御試験
リザーバータンク内の液体窒素を侵入熱で蒸発させて加

圧源とする自然加圧を主方式、タンク内のヒーターを用い
て加圧するヒーター加圧を予備方式として採用した。圧力
の低下を模擬した試験を行った結果、自動で設定圧力に復

−（ ）− 三心一括型超電導ケーブルによる国内初の実系統送電（高温超電導ケーブル実証プロジェクト）44

検証項目 主な実施内容

システム
機能検証

初期冷却特性 ケーブル単体初期冷却方法の検証
循環冷却立上げ方法の検証

ケーブル特性

臨界電流値測定
DC耐電圧試験
熱損失測定
繰返し冷却の影響検証

冷却システム
特性

冷凍機・冷凍能力の実測
循環ポンプ特性の実測
複数台制御試験

運転性
制御性

温度・圧力
制御

温度制御特性試験
圧力制御特性試験

無人運転 遠隔監視システムの構築・機能検証

信頼性
予備機切替 故障機から予備機への自動切替え

機能検証

安定運転 長時間定常運転確認

保守性 メンテナンス
方法

運転状態での冷凍機・ポンプ等の
メンテナンス方法検証

表 6　運用前確認試験内容
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図 7　初期冷却時の温度分布推移
写真 5　冷却システム
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帰し、その後安定した圧力を維持できることを確認した。
（3）メンテナンス検証

循環冷却を維持した状態で冷凍機や循環ポンプを交換す
る手法を検証した。交換中に圧力や流量に異常はなく、交
換前後の昇温・冷却も含めて約 2 日間で交換可能なことを
確認した。

ケーブルシステムと冷却システムを接続した状態で安定
に冷却状態を維持できることを確認し、各種ケーブル特性
の確認試験に移行した。

7 − 3　熱負荷測定試験（無負荷） ケーブルのレイ
アウトにはU 字曲がり部に代表される曲線部が多く、三心
コア緩みなしに起因した張力も加わり、側圧による断熱管
侵入熱の増加が予想される。通常の布設ルートは大半が直
線であるため本影響は小さいが、今回は曲がり部における
侵入熱増加の影響も検証した。

断熱管サンプル試験により得られた側圧と侵入熱の相関
結果から算出したシステム全体の熱負荷予想値2.2kW に対
して、システム出入口の温度差から算出した実負荷は
2.4kW であり、ほぼ一致することが確認された。曲がり部
における侵入熱増加は、布設ルートによっては今後の課題
となる。

7 − 4　臨界電流測定 超電導導体層の健全性を確認
するために臨界電流（Ic）測定を実施した。

（1）測定方法
長尺線路では、1 コアの両端に電源を接続して通電する

のは困難であることから、実用化時を想定した「2 コア往
復通電方式」を検証した（26）、（27）。図 9 に示すように、3 コ
アのうち2 コアの超電導導体層（図 8 では W 相と R 相）に
往復通電し、各相の発生電圧を測定した。

（2）予想波形
往復通電時に、両端末内部で三相短絡された超電導シー

ルド層には導体層通電電流（実線矢印）とは逆向きの遮蔽
電流（破線矢印）が誘導するが、誘導率は交流通電時と比
較して小さいためコア外部への漏れ磁場が発生する。予め、
使用した線材の Ic 値と磁場特性を用いて過渡回路シミュ
レーションを行った結果、使用線材のIc 総和6.8kAに対し

てケーブルIc 予想値は6.5kA であり、その予想I-V 波形を
図 10 に破線で示す。

（3）測定結果
ケーブル部平均温度77.3K において測定した各相の電圧

波形を図 10 に示す。三相ともに Ic 値は 6.4kA であり、予
想波形とほぼ一致し、超電導導体層の健全性が確認された。
本試験を含め、計 3 回の冷却試験（ヒートサイクル有り）
において測定を実施し、性能が良好に維持されていること
を確認した。

本試験を通じて、超電導ケーブルが実用化された際の Ic
測定方法が確立された。

7 − 5　直流耐電圧試験 ケーブル全長の絶縁性能の
確認を目的とした直流耐電圧試験の条件は、電技解釈 14
条にもとづき、151.8kV（＝系統最大電圧 69kV ×裕度
1.1 × 2）、10 分間とした。冷却試験毎に耐電圧試験を実施
し、いずれも良好な結果を得た。
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本ケーブルシステムの運用前確認試験の結果は良好であ
り、仕様を満たすことが確認された。本結果を受けて現地
竣工試験が行われ、2012 年 10 月 29 日 15 時 22 分に、国
内で初めて高温超電導ケーブルシステムが実系統線路へ接
続された。1911 年の超電導現象の発見から 100 年、1988
年の Bi 系高温超電導体の発見から 25 年目における歴史的
な瞬間である。

本ケーブルシステムでは、現地運転状況の遠隔モニタが
可能であり、現地無人運転体制に移行後、遠隔監視を行い
ながら実系統線路での運用を継続している。今後、約 1 年
間におよぶ長期送電試験を行い、超電導ケーブルシステム
の信頼性・安定性の実証を行うとともに、実系統における
運転方法やメンテナンス方法の検討を行い、実用化に向け
た課題を抽出する。

9.　結　　言

超電導ケーブルは、大容量電力ケーブルのリプレースや
増容量化に有効な技術として期待されている。単なる技術
開発ではなく、実用化を視野に入れたフェーズとして「高
温超電導ケーブル実証プロジェクト」を開始した。これま
でに、実系統で要求される性能を有する超電導ケーブルの
要素技術開発を進め、30m ケーブルシステム検証試験によ
りその性能を確認した。その後、実証試験向け超電導ケー
ブルの製造、冷却システムの単体性能試験を完了し、超電
導ケーブル送電システムを建設、現地竣工試験を経て、
2012 年 10 月 29 日に実系統への接続を完了し、実線路実
証試験を開始した。

超電導ケーブル構成機器については、さらなる高性能化、
コンパクト化、低コスト化を図る必要がある一方、本試験
を通じて、超電導ケーブルシステムが現状の電力系統に適
用可能であることを証明するとともに、実線路に要求され
る運用・保守技術を評価する本プロジェクトの意義は大き
い。来る「環境・エネルギー調和型社会」に超電導送電技

術が貢献できるよう、早期実用化に向けて取り組んでいき
たい。

本研究の一部は、「高温超電導ケーブル実証プロジェク
ト」として、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
との共同研究にて実施したものである。

用 語 集ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
※1 CVケーブル
Cross linked polyethylene Vinyl cable ：架橋ポリエチ
レンを絶縁体とし、外側に遮蔽層と防食層を設けた乾式
ケーブル。

※2 洞　道
地中に構築する暗きょ（トンネル）。床上あるいは棚上に
ケーブルを布設する。

※3 管　路
主に地中に埋設されて活用される、ケーブルを収容するた
めの管状の部材。ケーブルの引き入れや引き抜きを容易に
し、布設後は外傷防止の役目を果たす。

※4 交流損失
超電導線材・導体に発生する損失。直流通電時には抵抗が
ゼロであるため、損失は発生しないが、交流通電（交流磁
界）を行なった場合には、ヒステリシス損失、渦電流損失、
結合損失などの損失が発生する。これらの損失をまとめて
交流損失と呼んでいる。

※5 短絡事故
送電ケーブルの相間が導通して起こる事故。

※6 もらい事故
保護リレーによる保護区間外で短絡事故が起きた場合で、
短絡事故電流が流れた直後も課通電のある場合の系統
事故。
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写真 6　竣工セレモニーの様子（2012 年 10 月 29 日）
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